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令和５年度第１回定期監査の結果に関する報告の提出について  

                                     

地方自治法第 199 条第１項、第２項及び第４項に基づき、下記の部等を対象

として監査を行ったので、同条第９項の規定により、その監査の結果に関する

報告を別紙のとおり提出します。 

 監査の対象、指摘件数等は下記のとおりです。 

 

記 

 

１ 財務監査等（事務） 

局名 対象部 

指摘事項の区分 

意見 

(要望) 

事項 

遵守 収

入 

支

出 

財

産 

行

政

運

営 

学

校

運

営 

そ

の

他 

合

計 

危機管理局 危機管理部         ２ 

総務局 
行政部        ２ ２ 

職員部  １ １    ２   

子ども未来局 

子ども育成部 １ １     ２  ２ 

子どもの権利 

救済事務局 
         

建設局 総務部    １   １ ２ ３ 

水道局 
総務部  ５ ２    ７ ４ ３ 

給水部  ４ ３ １   ８ ６  

中央区 土木部  ２  ２   ４ １ ３ 

北区 土木部 １ ３ １ ２   ７  ３ 

西区 土木部  ３  １   ４   

８局（区） 11 部 ２ 19 ７ ７   35 15 18 

※ 「遵守」は基本的遵守事項を表す。 
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２ 財務監査等（工事） 

 

 

 

局名 対象部 

指摘事項の区分 
意見 

(要望) 

事項 
設
計 

監
理 

事
務 

そ
の
他 

合
計 

環境局 環境事業部  ３   ３  

豊平区 土木部 １ １ １  ３  

清田区 土木部  ３   ３  

南区 土木部  １   １  

４局（区） ４部 １ ８ １  10  
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財務監査等（事務）報告書 

 

令和５年度第１回定期監査（事務）の実施結果について、以下のとおり報告する。 

なお、監査の実施に当たっては、札幌市監査委員監査基準（令和２年３月26日監

査委員決定）に準拠した。 

 

監査の種類 財務監査、行政監査 

 

監査の対象 

危機管理局  危機管理部 

総務局    行政部、職員部 

子ども未来局 子ども育成部、子どもの権利救済事務局 

建設局    総務部 

水道局    総務部、給水部 

中央区    土木部 

北区     土木部 

西区     土木部 

 

監査の着眼点（評価項目） 

上記「監査の対象」の事務におけるリスクのうち、市民等への影響、発生頻度等を

考慮し特に重要と考えられるリスクを、監査上の重要リスクとし、対応する監査の

着眼点（評価項目）を設定した。 

着眼点（評価項目）は、22ページからの別表のとおりである。 

 

監査の実施内容 

監査の範囲 

令和４年４月１日から令和５年３月31日までに執行された財務に

関する事務及びその他の事務（必要に応じて他の年度の執行分

も対象とする。） 

監査の方法 
前記事務を対象として、関係書類の抽出による検査及び関係

職員からの説明聴取により実施した。 

監査の期間  令和５年４月６日から同年７月３日まで 

 

監査の結果 

対象となった事務について、次のとおり指摘すべき事項等がみられた。 
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第１ 指摘事項 

 

１ 収入事務 

 

  屋外広告物許可申請手数料に関する事務を適正に行うべきもの 

【北区土木部】 

 

自家用広告物の手数料は、その表示面積から10㎡を差し引いた面積を基に

算定するところ、差し引かずに算定しているものがみられた。 

今後は、同様の誤りを防ぐため、関係規程等を今一度しっかりと確認した

うえで、チェック体制の強化を図りながら、適正な事務の執行に努められた

い。 

 

  行政財産の目的外使用許可に関する事務を適正に行うべきもの 

【子ども未来局子ども育成部】 

 

行政財産の目的外使用許可に関する事務において、以下のとおり不適正な

事例がみられた。 

 

   ア 携帯電話基地局等の設置にかかる使用料は、電気通信事業法施行令第８

条に定める別表第１の３によるとされているが、別表第１の２により算定

しているもの 

   イ 自動販売機設置のための建物の使用許可を行う場合は、使用料に対して

100分の110を乗じて得た額としなければならないところ、この加算が行わ

れていないもの 

 

今後は、同様の誤りを防ぐため、関係規程等を今一度しっかりと確認して

再発防止に向けた対応策を検討したうえで、適正かつ確実な事務の執行に努

められたい。 

 

２ 支出事務 

 

  契約に関する事務を適正に行うべきもの 

【総務局職員部、子ども未来局子ども育成部、 

水道局総務部、水道局給水部 

中央区土木部、北区土木部、西区土木部】 

 

契約に関する事務において、以下のとおり不適正な事例がみられた。 
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【水道局総務部】 

ア 同等品を取り扱う契約事務を適正に行うべきもの 

    同等品による入札を可とする契約事務について、以下の事例がみられた。 

（ア）  発注課が同等品での応札を了承しているとして、応札者から同等・規

格確認書の提出がないにもかかわらず、同等品での入札を認めているも

の 

（イ） 入札時に商品名等を記載した内訳書の提出を求めておらず、応札者が

納品を予定している商品名等を把握することなく落札者を決定している

もの 

（ウ） 契約書に納品される商品名等が分かる書類の添付がなく、商品を特定

せずに契約を締結しているもの 

     

これらは、契約担当者の理解不足や決裁過程における確認不足が原因で

あると考えられる。 

契約書で納品される商品名等を特定しなければ、契約後にトラブルが生

じる可能性もあることから、今後は職員の理解を十分に深め、入札参加者

に対して商品名等を記載した内訳書を提出させる、商品名を特定させて契

約書を取り交わすなど、適正な契約事務に努められたい。 

 

【水道局総務部】 

イ 契約保証金の免除等を適正に行うべきもの 

  水道幹線工事に伴う交通規制広報業務について、受託者は競争入札の参

加資格を有していないにもかかわらず、札幌市水道局契約規程第25条第３

号（契約実績）により契約保証金を免除されていた。 

本件では契約保証金を徴収するか、また免除するならば同号以外のいず

れの号に該当するのか検討が必要であるにもかかわらず、それが行われて

いなかった。 

今後は、契約保証金を免除する場合の根拠について慎重に検討するとと

もに、その証跡を保存されたい。 

 

【子ども未来局子ども育成部】 

ウ 個人情報取扱事務の委託を適正に行うべきもの 

個人情報を取り扱う事務を委託するときは、契約書を取り交わさない場

合であっても、「個人情報取扱注意事項」を受託者に交付することとされて

いるが、これがなされていないものがみられた。 

個人情報は、札幌市のみならず受託者においても適正かつ慎重に管理す

べきものであるから、契約事項として個人情報の保護について明示するこ

とにより、個人の権利利益が侵害されることがないようにしなければなら

ない。 

なお、令和５年度からは、改正後の個人情報保護法が札幌市に適用され
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